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平成25年５月16日（木曜日）

午前10時２分開会

会議に付託された議案等

○概要説明

福祉保健部、教育委員会

１．本県の子どもを取り巻く状況について

２．次世代育成支援宮崎県行動計画の概要に

ついて

○協議事項

１．委員会の調査事項について

２．調査活動方針・計画について

３．県内調査について

４．次回委員会について

５．その他

出席委員（11人）

委 員 長 西 村 賢

副 委 員 長 後 藤 哲 朗

委 員 中 村 幸 一

委 員 井 本 英 雄

委 員 押 川 修一郎

委 員 二 見 康 之

委 員 清 山 知 憲

委 員 太 田 清 海

委 員 河 野 哲 也

委 員 渡 辺 創

委 員 前屋敷 恵 美

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 佐 藤 健 司

こども政策局長 橋 本 江里子

部 参 事 兼
原 田 幸 二

福 祉 保 健 課 長

健 康 増 進 課 長 和 田 陽 市

こ ど も 政 策 局
長 友 重 俊

こども政策課長

こ ど も 政 策 局
村 上 悦 子

こども家庭課長

教育委員会

総 務 課 長 梅 原 裕 二

学 校 政 策 課 長 谷 口 英 彦

学 校 支 援 監 今 村 卓 也

特別支援教育室長 坂 元 厳

生 涯 学 習 課 長 村 上 昭 夫

人権同和教育室長 花 岡 道 義

事務局職員出席者

政策調査課主任技師 山 口 大 吾

政策調査課主査 深 谷 真 紀

○西村委員長 宮崎のこども対策特別委員会を

開会いたします。

まず、委員席の決定についてでありますが、

ただいま御着席のとおりの席で決定してよろし

いでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、そのように決定をい

たします。

次に、本日の委員会の日程についてでありま

すが、お手元に配付の日程（案）をごらんくだ

さい。

本日は、委員会設置後、初の委員会でありま

すので、まず、福祉保健部と教育委員会より、

本県の子供を取り巻く現状等について説明をい

ただきます。
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委員会の調査事項等につきましては、執行部

の概要説明の後に協議させていただきたいと思

いますが、以上のとおり決定することに御異議

ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、そのように決定をい

たします。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩をい

たします。

午前10時３分休憩

午前10時５分再開

○西村委員長 委員会を再開をいたします。

本日は、福祉保健部と教育委員会においでい

ただきました。

初めに、一言御挨拶を申し上げます。

私は、この特別委員会の委員長を務めます西

村と申します。どうぞよろしくお願いをいたし

ます。

この11名がさきの臨時県議会で委員として選

任をされました。今後１年間、調査活動を続け

ていきます。どうぞよろしくお願いをいたしま

す。

本県は、文部科学省が実施する全国学力・学

習状況調査をもとにシンクタンクが公表した「い

い子どもが育つ」都道府県ランキングにおい

て、2007年度、2010年度ともに１位になるなど、

本県の子供を取り巻く環境は全国的にも恵まれ

ているというようなデータもございますが、そ

の一方で、児童虐待相談対応件数が増加傾向に

あること、また、小児医療の体制や中山間地域

での小中学校の統廃合など、本県が直面する課

題もございます。

当委員会が担う課題を解決するために努力し

てまいりますので、御協力をよろしくお願いを

いたします。

次に、委員を紹介したいと思います。

最初に、私の隣が延岡市選出の後藤哲朗副委

員長です。

続きまして、皆様方から見て左側から、都城

市選出の中村幸一委員です。

延岡市選出の井本英雄委員です。

西都市・西米良村選出の押川修一郎委員です。

都城市選出の二見康之委員です。

宮崎市選出の清山知憲委員です。

続きまして、右側になりますが、延岡市選出

の太田清海委員です。

延岡市選出の河野哲也委員です。

宮崎市選出の渡辺創委員です。

宮崎市選出の前屋敷恵美委員です。

多少県北の委員が厚い人員配置となっており

ますが、以上で委員の紹介を終わります。

執行部の皆さんの紹介につきましては、出席

者名簿をいただいておりますので、省略してい

ただいて結構です。

それでは、概要説明のほうをよろしくお願い

をいたします。

○佐藤福祉保健部長 おはようございます。福

祉保健部長の佐藤健司でございます。

委員の皆様には、このたび、宮崎のこども対

策特別委員会委員に御就任いただきまして、ま

ことにありがとうございます。

本日は、福祉保健部と教育委員会合同で出席

をさせていただいております。

申し上げるまでもございませんが、子供は社

会の宝でございます。妊娠、出産を経て、この

世に生を受け、すくすくと育ち、生きる力を身

につけ、真に社会の役に立つ人間になっていた

だく、そのための手助けをするのが我々の、行

政の役割かなというふうに認識しております。
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このため、福祉保健部におきましても「日本

一の子育て・子育ち立県」を目指しまして、安

心して子供を産み、育てられる環境づくり並び

に社会全体で子育てを応援する機運づくりを目

指しまして取り組んでおります。

今後ともしっかりと引き続き取り組んでまい

りますので、委員の皆様の御支援、御協力、ま

た御指導、御鞭撻をよろしくお願いを申し上げ

ます。

それでは、座って資料のほうを簡単に御説明

させていただきますが、「資料１」の目次をごら

んください。

福祉保健部におきましては、本日は、１の本

県の子どもを取り巻く状況並びに２の次世代育

成支援宮崎県行動計画の概要並びに今年度の主

要事業の概要について御説明をさせていただき

ます。

具体的には担当課長から説明をさせますので、

どうぞよろしくお願いをいたします。

○長友こども政策課長 こども政策課でござい

ます。

まず、本県の子どもを取り巻く状況につきま

して御説明いたします。

「委員会資料」の「資料１」のほうでござい

ますが、１ページをお開きください。

まず、１の本県の出生数及び合計特殊出生率

の推移についてであります。

本県の出生数につきましては、表の棒グラフ

で示しておりますが、昭和50年に１万8,123人で

あったものが減少し続けまして、平成17年に１

万人を割り込みましたが、近年は増加に転じ、

平成23年は１万152人になっております。

また、合計特殊出生率につきましては、表の

折れ線グラフで示しておりますが、昭和50年

に2.11であったものが減少し続け、平成17年に

は1.48と戦後最低を記録しましたが、近年は増

加に転じまして、平成23年は1.68となり、６年

連続で全国第２位を維持している状況にありま

す。

この数値は、全国平均の1.39に比べますとか

なり高いものとなっておりますが、人口の維持

に必要な水準とされる2.07には達していない状

況にあり、依然として少子化が続いている状況

にあります。

次に、２の児童のいる世帯数の推移について

であります。

児童のいる世帯数につきましては、昭和60年

に16万4,776世帯でありましたものが年々減少

し、平成22年に10万8,183世帯と大きく減少して

おります。

次に、２ページをお開きください。３の未婚

化・晩婚化の状況についてであります。

まず、（１）の未婚率の推移でありますが、35

歳から39歳までの本県の未婚率を例に見ますと、

昭和60年は男性10.0％、女性6.5％でありました

が、年々上昇し、平成22年には男性29.9％、女

性20.8％と大幅に上昇しております。

次に、（２）の平均初婚年齢の推移であります

が、昭和60年は男性27.7歳、女性25.6歳であり

ましたものが、平成22年には男性29.5歳、女

性28.4歳と上昇の傾向を示しております。

このように、近年、全国平均よりは低いもの

の、本県におきましても、未婚化・晩婚化が急

速に進行している状況にあります。

次に、３ページをごらんください。４の労働

力率の状況についてであります。

平成22年の年齢階級別における労働力の状況

を見ますと、女性は男性と異なりまして、30歳

から34歳までの年齢層を底としてＭ字カーブを

描いており、出産や育児のために一時的に仕事
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を離れている実態がうかがえるところでござい

ます。

次に、５の子育てに関する不安感・負担感に

ついてでありますが、本県が平成20年度に実施

いたしました「結婚・子育て意識調査」に基づ

いて、子育てをする上での不安感や負担感の内

容について見てみますと、一番上の「子育てに

お金がかかる」が59.7％と最も高い割合を占め

ており、以下、「子どもとの接し方やしつけの方

法が正しいかという不安がある」が42.9％、「仕

事と子育ての両立が難しい」が23.1％などの順

となっております。

次に、４ページをお開きください。続きまし

て、次世代育成支援宮崎県行動計画の概要につ

きまして御説明をいたします。

お手元にこの計画のダイジェスト版をお配り

しておりますが、説明は「委員会資料」のほう

でさせていただきます。

まず、１の計画策定の趣旨でありますが、こ

の計画は、次世代育成支援対策推進法に基づき、

前期計画策定以降の社会環境の変化等を踏まえ

ますとともに、子供から青少年に至るまで切れ

目なく支援を行うことを目指しまして、青少年

の健全育成関連施策も一体に盛り込みまして、

平成22年３月に議会の議決計画として策定され

ております。

２の計画の期間は、平成22年度から26年度ま

での５年間となっております。

３の計画の内容であります。（１）の基本理念

といたしまして、「子どもと子育てをみんなで支

え、安心と喜びが広がるみやざきづくり」を基

本理念と定めまして、その実現のために、（２）

で示しております３本の基本目標を立てて、各

種施策を総合的に展開することとしております。

具体的な施策体系につきましては、次のペー

ジ、５ページでございますが、施策体系図をご

らんいただきたいと存じます。３本の基本目標

ごとに、ごらんの各施策を全庁的に推進してい

るところでありまして、５ページの右上に記載

しておりますが、平成24年度における計画の推

進のための事業費は、最終予算ベースで８部局33

課において、177事業の総額約359億円を措置し

たところであります。

続きまして、６ページをお開きください。平

成25年度の主な事業といたしまして、福祉保健

部関係の事業について御説明をいたします。こ

ども政策課分として３事業を御説明いたします。

まず、未来みやざき子育て県民運動推進事業

についてであります。

１の目的・背景でございますが、平成23年度

から、行政、関係団体、事業所等が一体となっ

て子育て支援に取り組むために「未来みやざき

子育て県民運動」を展開しているところであり

ますが、その趣旨を広く啓発し、社会全体で子

育てを応援する機運の醸成を図るとともに、県

民運動の推進体制の充実を図ることとしており

ます。

２の事業概要でございますが、（１）の県民運

動等啓発事業といたしまして、県民運動の趣旨

や取り組みを県庁のホームページ等で紹介いた

しますとともに、（２）では、行政や子育て支援

団体等との調整役となりますコーディネーター

の養成など、推進体制の充実を図ることとして

おります。

また、11月を県民運動推進月間としておりま

すが、この期間に多数の県民に御参加いただく

フェスティバルを開催しますとともに、（４）の

子育て家庭へのサービスを提供いたします「子

育て応援サービスの店」の募集などの事業を行

うこととしております。
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３の事業費は577万4,000円であり、４の事業

効果といたしまして、社会全体で子育てを応援

する機運を醸成し、安心して子供を産むことが

でき、子育てが楽しいと感じられる宮崎づくり

に資するものと考えております。

次に、７ページをごらんください。地域子育

て・子育ち応援事業についてであります。

１の目的・背景ですが、この事業は、「日本一

の子育て・子育ち立県」の確立を目指しまして、

県民運動をより一層推進していくために、地域

における子育て支援体制の充実を図るものであ

りまして、本年度の新規事業であります。

２の事業概要であります。昨年度から取り組

んでいるものもございますが、（１）の父親子育

て参加促進事業としまして、新たに父親となら

れる方へ父子手帳を配付したり、知事とイクメ

ンパパの料理教室を開催することとしておりま

す。

また、（２）の子育て体制基盤整備事業といた

しまして、企業等を対象としたワークライフバ

ランスに関する講演会の開催やコーディネータ

ーによる地域での活動促進を図ることとしてお

ります。

また、（３）の子育て応援推進事業といたしま

して、協賛店の加入促進、あるいは子育て家庭

への利用促進を図るために、子育て応援サービ

スの店の啓発キャンペーンなどを実施しますと

ともに、毎月19日の育児の日の啓発を行うこと

としております。

３の事業費は650万円であり、４の事業効果と

いたしまして、子供と子育て家庭をみんなで支

え、安心と喜びが広がる共助による地域の子育

て支援体制の充実を図ることができるものと考

えております。

次に、８ページをお開きください。子育て県

民運動シンポジウム事業についてであります。

本年度は、県民運動の一環といたしまして、

子育て中の保護者や教育保育にかかわっておら

れる方々などに参加していただくシンポジウム

を開催することとしております。

２の事業概要でございますが、夏休みに入っ

た７月23日に宮崎市民文化ホールで、最近テレ

ビなどで御活躍されている教育評論家の尾木マ

マこと尾木直樹氏による基調講演や、パネルデ

ィスカッションを予定しております。

３の事業費は300万円で、財団法人自治総合セ

ンターの助成金を活用することとしております。

こども政策課からの説明は以上であります。

○和田健康増進課長 健康増進課分を御説明い

たします。

「委員会資料」の５ページにお戻りください。

当課は、基本目標１の（３）親と子どもの健康

づくりの推進についてを主に担当しております

が、本日は、①の子どもや母親の健康の確保に

関する２つの事業について御説明いたします。

資料の９ページをお開きください。まず、安

心してお産のできる体制推進事業です。

本事業は、周産期医療体制を支える関係者へ

の研修会の実施や周産期母子医療センター相互

のネットワークを強化することで、県内で安心

してお産ができる体制を推進することを目的と

しております。

事業概要ですが、（１）の周産期ネットワーク

強化事業として、周産期医療協議会の開催や４

ブロックでの連絡会の開催、宮崎大学医学部に

おける症例検討会、カンファレンスを行ってい

ただいております。

（２）として、市町村保健師等を対象とした

研修会の開催。（３）として、母子保健の方向性

や施策について検討する母子保健運営協議会の
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開催。（４）として、周産期母子医療センターへ

の運営補助。（５）として、平成24年３月に策定

しました周産期医療体制整備計画の推進を図る

こととしております。

事業費は１億1,344万1,000円ですが、そのう

ち１億1,106万円が周産期母子医療センターへの

運営補助となっております。その結果、お産が

できる体制が維持できていると思っております。

10ページをお開きください。本県の周産期医

療体制と周産期死亡率等の推移を掲載しており

ますので、後ほど御確認いただければと思いま

す。

11ページをごらんください。次に、新生児等

スクリーニング検査事業です。

本事業は、新生児の先天性代謝異常等を早期

に発見し、早期治療をすることで知的障がいな

どの発生予防を図るものです。昭和52年度から

実施しているところですが、平成23年の厚生労

働省通知を受け、より多くの異常を早期に発見

するため、新たに新しい検査法を追加しました。

従来の検査法で表の左側にあります６疾患を

スクリーニングしてみましたが、タンデムマス

法の導入による16疾患、従来の検査法による３

疾患、合わせて、表の右側にあります19疾患を

スクリーニングできるようになりました。検査

は、宮崎県健康づくり協会に委託し、検査単価

は、タンデムマス法を追加した検査法で2,950円

となっております。

事業費は、年間約１万2,000件の検査を見込ん

で3,718万2,000円です。

新しい検査法を導入することで、従来の検査

法では発見できなかった代謝異常の早期発見が

可能となり、早期治療につなぐことで障がいの

発生の予防を図ることができると考えておりま

す。

健康増進課分は以上です。

○今村学校支援監 教育委員会でございます。

表紙右上に「資料２」と表示のある「教育委

員会資料」の１ページをお開きください。

最初に、児童生徒のいじめの現状と対応につ

いてでありますが、１のいじめの定義について

でございます。

そこにありますように、「いじめ」とは、「当

該児童生徒が、一定の人間関係のある者から、

心理的・物理的な攻撃を受けたことにより、精

神的な苦痛を感じているもの」でございまして、

起こった場所は学校の内外を問わないと定義を

されております。

これは、枠の下の米印にございますが、文部

科学省が毎年実施しております「児童生徒の問

題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」、

簡単に諸問題調査と言いますけれども、これに

おきまして定義されているものでございます。

この定義に基づいた本県及び全国のいじめの

認知件数の状況につきましては、その下の２に

平成19年度からの推移を学校種ごとにデータと

して示しておりますが、行の下から２段目の合

計のところを横に見ていただきますと、本県の

認知件数は、平成19年度は381件であり、その後

徐々に減少傾向にあり、平成23年度、右から２

つ目の枠は104件となっていることがおわかりい

ただけると思います。

また、その右端に1,477という数値がございま

すが、この数値は、昨年度、大津市のいじめに

よる中学生の自殺を受けまして国が緊急に調査

をいたしました、いわゆる「いじめ問題に関す

る緊急調査」の結果でございまして、平成24年

度の４月１日から９月７日までの結果でござい

ます。前年度までと比べますと大幅に数値が増

加しておりますけれども、これにつきましては
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後ほど説明をさせていただきます。

次に、３、いじめの態様をごらんください。

この表は、平成23年度の諸問題調査と平成24

年度の緊急調査について、どのような内容のい

じめであったのかをまとめたものでございます

が、ごらんいただきますと、いずれの年度も、

一番上の行にありますように「冷やかしやから

かい、嫌なことを言われる」が最も多く、その

下の行の「仲間はずれや無視」、また、その下の

「軽くぶつかられたり、たたかれたり」などが

多くなっているところでございます。

続きまして、資料の２ページ、４をごらんく

ださい。先ほど、昨年度の緊急調査で大幅に認

知件数が増加したということを申し上げました

けれども、認知件数の考え方について御説明さ

せていただきます。

表の左側の平成23年度までの諸問題調査では、

各学校では、いじめを発見したり、児童生徒か

らの訴えがあった場合には、日ごろから実施を

しているアンケート調査の状況や教育相談の実

施状況、また、日常の児童生徒の観察等の状況

を踏まえた上で、教師による確認や精査を行い、

いじめであることを認知し、認知件数として報

告をしておりましたが、その結果として、平成23

年度の県内の認知件数は、点線の下にございま

すが、104件となったものでございます。

これに対しまして、右側の平成24年度の緊急

調査では、各学校は、県教育委員会が独自に作

成いたしました、無記名式のアンケート調査の

様式を活用して調査を行ったところでございま

す。

この調査では、昨年度の４月１日から９月７

日までの状況について、児童生徒がいじめられ

たと感じたことがある、嫌なことをされたこと

がある、いじめを訴えたりしたことがあるなど、

児童生徒が回答した数をそのまま計上したとこ

ろでございます。

その結果、認知件数は1,477件となりましたけ

れども、矢印の下にありますように、児童生徒

が感じていることをそのまま計上できるような

調査方法に改善したことによりまして、このよ

うに大幅に増加したものと捉えているところで

ございます。

したがいまして、その下の５、今後のいじめ

の認知件数の捉え方についての３行目をごらん

いただきますと、今後は「認知」につきまして

は、「いじめ問題の積極的な実態把握を行うとい

う観点」や「いじめられた児童生徒の立場に立っ

て行うという観点」を大切にしながら、枠囲み

の中に示しておりますように、アンケート調査

でいじめられていると感じたり、訴えたりする

児童生徒や日常の観察や日記等から「気になる」

または「いじめられている」という情報を得た

児童生徒で、相談等によりいじめの事実が確認

された児童生徒につきましては、全て認知件数

として計上していくこととしたいと考えている

ところでございます。

大切なことは、枠の下にありますように、全

ての学校がいじめを見逃さず、早期に発見して

早期に解消するための取り組みをしっかりと推

進していくことであると捉えていくことだと考

えておりますし、数が多いことを問題にするの

ではなく、しっかりと把握している学校を評価

し、いじめられたと感じている児童生徒をでき

るだけ早く発見し、解消に向けて対応していく

ことこそ最も重要であると考えているところで

ございます。

以上のようなことから、その下の６にありま

すように、今後も県内一斉に同一のアンケート

をもとにして「いじめ調査」を実施しながら、
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早期の解決に向けて取り組みを推進してまいり

たいと考えているところでございます。

現在、各学校におきましては、いじめ問題に

適切に対応するためさまざまな取り組みを進め

ておりますが、県教育委員会からは、基本的な

考え方として、資料３ページをごらんいただき

まして、７の（１）の枠囲みの中にありますよ

うに、大きく４つの内容を基本的な考え方とし

て示した上で、特にアンダーラインを引いてい

るところを重視しながら指導を行っているとこ

ろであります。

各学校の具体的な取り組みといたしましては、

（２）の①から④にありますように、大きくは

４つの視点がございます。①の未然防止のため

の取り組み、②の早期発見・早期対応の取り組

み、③の指導体制の確立、④の関係機関や保護

者等との連携の４つを柱といたしまして、それ

ぞれに掲げてあります取り組みを推進している

ところでございます。

また、県教育委員会の学校への支援といたし

ましては、（３）にありますように、スクールカ

ウンセラーの配置や電話相談体制の整備、ネッ

ト上のトラブル解決を支援するための事業、そ

れらを周知するための名刺大の案内カードの全

児童生徒への配付などに取り組んでいるところ

でございます。

今後とも、このような取り組みを通しながら、

いじめられていると感じている児童生徒をでき

るだけ早期に発見し、早期に解決を図り、全て

の児童生徒が安心して学べる学校をつくり出し

ていきたいと考えているところであります。

いじめの現状と対応につきましては以上でご

ざいます。

続きまして、次世代育成支援宮崎県行動計画

に関連する教育委員会の主な事業について御説

明いたします。

資料の次のページをお開きください。初めに、

「いじめ・不登校」のない夢・心を育む学校づ

くり推進事業でございます。

１の事業の目的・背景につきましては、いじ

めや不登校などは喫緊の課題となっております

ことから、スクールソーシャルワーカーやスク

ールアシスタント等を配置し、各学校の教育相

談体制の充実を図りますとともに、教職員の生

徒指導に関する研修の充実が図られますように、

宮崎県版生徒指導資料の改訂を行い、学校教育

活動の支援を行うものでございます。

２の事業の内容でありますが、まず、（１）の

教育相談体制の充実につきましては、①の７名

のスクールソーシャルワーカーと１名のスーパ

ーバイザーの配置、②の40名のスクールアシス

タントの配置、③の合同連絡協議会の開催に取

り組むことといたしております。

また、（２）の学校教育活動の支援につきまし

ては、各学校における校内研修の充実、教職員

の生徒指導力の向上を図るため、既存の宮崎県

版生徒指導資料の改訂を行うことといたしてい

るところでございます。

３の事業費でありますが、1,558万2,000円を

計上しております。

４の事業効果でございますが、スクールソー

シャルワーカーとスクールアシスタントを配置

することによりまして、教育相談体制の充実を

図り、問題を抱える児童生徒、その保護者に対

して、よりきめ細かな指導・支援を行うことが

できると考えますし、生徒指導資料の改訂を行

い、各学校で教職員が活用することによりまし

て、生徒指導に関する研修の充実が図られ、教

職員の資質向上につながるものと考えておりま

す。
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なお、事業期間は、本年度からの３カ年でご

ざいます。

以上でございます。

○村上生涯学習課長 「教育委員会資料」の表

紙をまたごらんいただけますでしょうか。

教育委員会では、次世代の親を育むための取

り組みを総合的に推進するために、本年度より、

みやざき「親学び」プログラム事業、共に学び

支え合う理解啓発推進事業、支え合う仲間づく

り「ピア・サポート活動」推進事業の３つの事

業に取り組んでおります。

それでは初めに、生涯学習課のみやざき「親

学び」プログラム事業につきまして御説明いた

します。資料は５ページでございます。

１の事業の目的・背景でありますが、近年、

育児やしつけへの不安、無責任な放任など、家

庭の教育力の低下が指摘されております。この

ため、保護者や将来の親世代となる中高生を対

象に「親としての学び」、また「親になるための

学び」などを体系的に整理をした参加体験型の

［みやざき「親学び」プログラム］づくりに取

り組むものでございます。

２の事業の内容についてでございます。

（１）みやざき「親学び」プログラムの開発

でありますが、プログラム作成委員会を設けま

して、括弧書きにありますように、子供の発達

段階に応じたプログラムと将来の親世代となる

中高生向けのプログラムを作成いたします。

（２）チーフトレーナー研修会の実施であり

ますが、プログラムを指導するトレーナーのリ

ーダーとなります、チーフトレーナーを育成い

たします。

（３）トレーナー養成講座の実施であります

が、県内７地区におきまして、チーフトレーナ

ーが講師となりまして、プログラムを県内に広

く普及するためのトレーナーを養成いたします。

（４）「親学び」講座の実施でありますが、（３）

で養成しましたトレーナーが講師となりまして、

県内各地で講座を展開してまいりたいと考えて

おります。

今年度は（１）のプログラムの開発を行いま

して、（２）以下は平成26年度から取り組むこと

といたしております。

３の事業費でありますが、93万円を計上して

おります。

４の事業効果でありますが、「親としての学び」

を全県的に展開することで、地域全体で家庭教

育を支えるネットワークの構築が期待できるこ

と。

また、将来の親世代となる子供たちが将来親

となったときに必要となることを事前に学ぶこ

とによりまして、スムーズに将来の親の育成を

図ることができるものと考えております。

なお、事業期間につきましては、平成25年度

から27年度までの３カ年でございます。

生涯学習課については以上でございます。

○坂元特別支援教育室長 続きまして、特別支

援教育室でございます。

６ページをお開きください。共に学び支え合

う理解啓発推進事業であります。

まず、１の事業の目的・背景でございますが、

高校生を対象とした障がいに関する学習や交流

を通して、共生社会に向けた人づくりを行うと

ともに、県民を対象に特別支援教育や障がいに

ついての理解啓発活動の推進を図ることを目的

としております。

２の事業の内容でございますが、本事業は、

（１）高校生が主体となる交流及び共同学習等

の実施と（２）理解啓発行事の実施の２つの柱

により、５つの事業を実施するものであります。
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まず、（１）の高校生に関する取り組みでござ

いますが、①文化・芸術・スポーツ活動や学校

の特色を生かした人づくりでは、高校生が主体

となって、みずから企画・運営を行う交流及び

共同学習を実施いたします。

また、②「次世代ペアレント授業」の実施で

は、高校生を対象に、障がい者団体等の関係者

による講話など、理解啓発の授業などを実施い

たします。

次に、（２）の理解啓発行事につきましては、

広く保護者や県民が共生社会について考える、

①理解啓発フォーラム。子供の作品などを地域

の公共施設に展示する、②「共に生きるまちづ

くりギャラリー」。県民の皆様に特別支援学校の

様子を体験していただく、③「特別支援学校１

日校長先生」を実施したいと考えております。

３の事業費でありますが、162万1,000円であ

ります。

これらの取り組みによりまして、４の事業効

果にありますように、将来社会の担い手となる

高校生が、障がいについての理解や共生社会へ

の認識を深めることで人材の育成が図られ、ま

た、県民が身近な場で障がいについての理解を

深めることにより、共生社会を目指した学校・

地域づくりを推進することができるものと考え

ております。

事業期間は、本年度からの３カ年を予定して

おります。

説明は以上でございます。

○花岡人権同和教育室長 続きまして、人権同

和教育室です。

７ページをお願いいたします。支え合う仲間

づくり「ピア・サポート活動」推進事業でござ

います。

まず、１の事業の目的・背景でございますが、

現在、児童生徒のコミュニケーション能力が大

きな課題となっている状況の中で、特に高校生

にピア・サポート活動に関する知識や技能を身

につけさせて、思いやりにあふれ、支え合う学

校風土の醸成とともに、次世代を担う人づくり

を目指すものであります。

なお、ピアと申しますのは、仲間という意味

でありまして、ピア・サポート活動は、教師の

指導・援助のもとに生徒同士のよりよい人間関

係を育むために行う活動であります。

２の事業内容の（１）のピア・サポート推進

校では、県立高校を指定して、主なものといた

しましては、①ピア・サポート活動の指導者養

成研修の実施、③その指導者のもとでのピア・

サポート活動の実践に取り組むこととしており

ます。

（２）のピア・サポート連絡会でございます

が、①小中学校等が推進校の研修会に参加した

り、②意見交換会を実施したりするとともに、

③近隣の小中学校においてピア・サポート活動

の啓発を行うこととしております。

３の事業費でございますが、一般財源156

万2,000円を計上しております。

４の事業効果につきましては、本事業を通し

て生徒の人間関係能力の育成や人権感覚の向上、

人権尊重に根差した学校風土の醸成が図られる

とともに、「いじめ」や「不登校」の予防・解決、

将来的にはＤＶや児童虐待の防止にもつながる

と考えておるところです。

さらに、小中学校への啓発等を通して、校種

間・地域間の連携も図られると考えております。

なお、事業期間は、本年度から３カ年であり

ます。

説明は以上でございます。

○西村委員長 執行部の説明が終わりました。
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御意見、質疑等がございましたら、発言をお

願いをいたします。

○渡辺委員 教育委員会のほうの資料で幾つか

お伺いをしたいんですが、いじめに関する部分

ですけれども、平成24年の緊急調査があって、

調査の仕方が違うので数字の大きな乖離がある

というのは説明として理解できたんですが、そ

れにしても数字の変動は非常に大きいのかなと

いう気がして、例えば２ページに載っているよ

うに、認知の仕方が、子供たちだったり、いろ

んな観察の中から出てきたものを学校として確

認・精査をして認めたというか、確認できたも

のを認知と今までは言ってきたということなわ

けですが、今回は、アンケートで出てきたもの

を全て認知したということになるわけですね。

データとして正確な数字があるのかどうかは

別にして、23年度までのアンケートだったり、

教育相談だったり、日常の観察の中で、何らか

可能性があるから学校として注意をしなきゃい

けないというふうに見た事案というか、その精

査する前の段階の数字というのは、この1,477件

にそれなりに近いような数字を宮崎県の学校と

しては認識はできていて、精査した結果、あく

までも104件でしかなかったということだったの

か。そこのちょっと、数字であらわすのは難し

いかもしれませんが、それともかなり乖離があっ

た数字だとすれば、何か考えなきゃいけないこ

とがあるのかなという気がするんですけど、そ

こはいかがでしょうか。

○今村学校支援監 委員がおっしゃるとおり、23

年度までの数についても、学校の中ではいろん

なことが起こっておりますので、その状況を教

育相談ですとか、お互いの聞き取りをしっかり

としながら突き合わせた上で、やはりいじめだ

ねと最終的に認めたものがこの数であって、そ

の前の状況では、いろんなことがあって、数も

もっと多かったというふうに思っております。

正確な数については把握をしていないところで

あります。

右側のその1,477件につきましては、私たちが

聞いておる範囲の中では、例えば小学校のこれ

１年生から全部調査をしておりますので、隣の

子供、座っている子供の机の上から消しゴムを

ちょっと借りるつもりが、とったという、そう

いったものもいじめられたと感じているものは、

そのままの数として上げていただいております

ので、こういった数に膨らんでいると。もう少

しきちんと突き合わせて精査をすると、数とし

ては下がるのかなと思いますが、いずれにして

も、いじめられたと感じている時点ですぐに対

応していく、ケアをしていく、そういうことが

大事であって、今後、その解消に向けての取り

組みをするという、そこに力を注ぎたいと思っ

ています。

上半期といいますか、９月７日までの数字が

これでございますので、昨年度、３月末までの

ことを、まだ数値は調査が上がっておりません

けれども、考えますと、もっとふえるのかなと

いうふうにも思っているところでございます。

以上であります。

○渡辺委員 詳細は忘れてしまったんですが、

この24年度、昨年度やった緊急調査は記名で、

無記名で。仮に記名であったとしたら、ここで

認識できた1,477件に対しての学校等の対応状況

はどんなふうになってるのかというのをお伺い

したいと思います。

○今村学校支援監 アンケートは無記名で行い

ました。したがって、この数であります。無記

名で行うと、その後の対応、ケアが非常に難し

いのでありますけれども、この時点での調査結
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果では、70％以上が解消していると、感じてい

るのは、その５カ月ぐらいの中でこの数であり

ましたけども、既に解消していると答えた子供

たちも70％以上いるところでございます。

その後、県立学校については追跡ができてお

りまして、高等学校、特別支援学校におきまし

ては、ほぼ100％の解消に至っております。小中

学校につきましては、調査が３月末での報告と

なっておりますので、まだ上がってきておりま

せん。

以上でございます。

○渡辺委員 最後にしますが、昨年度の状況を

受けて、今後の取り組みで、県内一斉の同趣旨

のアンケートをこれからいじめ調査行うという

ことになってますけれども、そのスケジュール

といいますか、毎年、例えば何月ごろに、どう

いう形で行うのか。記名、無記名、先ほどあり

ましたように、全国一斉は無記名であったとし

ても、その後の対応のしやすさを考えるととい

う問題もあるかもしれませんし、その基本方針

がどうなってるのかというのと。

もう一つは、隣のページに載ってます、まさ

に今風だなと思うんですが、ネットいじめで、

目安箱サイトの開設があったりとか、ネットパ

トロールの実施を行うというふうに書いてます

が、実際に宮崎県下の中で、そういうネット上

での特定の児童生徒に対するいじめといいます

か、いろんなことがあって、こういう取り組み

によって発見をされて改善事例というのが実際

にあるのかどうか、具体的に言えないところも

あるかと思いますけれども、現状を教えていた

だければ。

以上です。

○今村学校支援監 まず、今後の予定について

でございますが、これにつきましては、市町村

教育委員会とも今調整をしているところであり

まして、例えばお隣の熊本県あたりは11月ぐら

いに年に１回実施をしているという状況がござ

います。私どもも年度末にまとめてやるよりも、

途中でやって、解消に向けて取り組むほうがい

いのかなというふうには考えておりますので、

今後、調整をしながら進めたいというふうに思っ

ております。

また、アンケートについても記名式か無記名

式かを含めて、記名式だと、後でその子供につ

いてきちんと対応することができますが、無記

名式だとそれが難しいので、その後に教育相談

等を全ての子供と実施しながらその状況を確認

するという、そんなことになるのかなというふ

うに思いますが、含めて検討していきたいとい

うふうに思っております。

ネットトラブルについてでありますが、ネッ

ト上のいじめというのも昨今かなり出てきてお

ります。お手元のその資料の対応のところに、

どんな内容のいじめだったかというのが出てき

ておりますが、携帯電話ですとか、ネット上と

いうのも、資料の中には大きな３番の一番下か

ら２つ目のところでありますが、パソコンや携

帯電話等でのというのも出ております。特に学

年が上がるごと、中学生とか、１ページの資料

の３、いじめの対応の枠の中の下から２つ目の

行です。パソコンや携帯電話で誹謗中傷や嫌な

ことをされるという部分なんですけれども、学

年が上がるごとに、中高生だとこの割合という

のは非常に高くなるという傾向にあります。

私どもが、そのネットトラブル事業の中で実

施しているネットパトロール等によりますと、

また目安箱サイトへの書き込み等によりますと、

目安箱サイトへの確認をいたしましたところ、

トップページにまずアクセスをした件数が、昨
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年１年間で1,854件ありました。そして、メール

で投稿するという、そこにアクセスした子供た

ち、保護者もいるかもしれませんが、128件ござ

いました。実際に投稿されたものが17件ござい

まして、その中には、こんないじめがあってい

るよとか、ネット上にこういった書き込みがな

されているという、そういった通報があったと

ころであります。そういう通報を受けてすぐに

削除ですとか、当該の学校へ連絡をとりながら、

その対応に努めるという、早期の対応ができて

解決につながっているという、そういった事例

がございます。

以上でございます。

○西村委員長 ほかに。

○清山委員 関連して同じところを伺いたいん

ですけれども、平成23年度までは同じような調

査方法で、24年から変わったと思うんですが、23

年までの数字見てみると、本県と全国とが大体

五、六倍ぐらいの差があって、本県は５分の１

から６分の１程度しかいじめが認知されてな

かったんですが、全国同様の方法で今回緊急調

査したところ、直接子供たちから声を吸い上げ

たところ、全国よりも少し上回る数ということ

で。

単純にこれだけ見ると、本県の現場の教職員

の方々がいじめの、もちろん今回の1,400件の中

には非常に軽微なものも含まれてると思います

けれども、これ全国同じ方法でやってるので、

本県の教職員の方々のそうした子供たちの問題

を拾い上げる部分に、全国と比較した上で課題

があるんじゃないかなと、この数字を見て思っ

たんですが、そうしたところはどう考えておら

れますか。

○今村学校支援監 数がこれだけいるというこ

とや、下半期のもし調査を重ねればもっとふえ

るということを考えますと、非常に大きな数字

でありまして、重く受けとめなければならない

し、それに向けて日々取り組みをしっかりと行っ

ていかなければならないというふうに捉えてお

ります。

したがいまして、各学校の取り組みのところ

で申し上げましたように、各学校はさまざまな

取り組みを展開しながら、一人一人の子供が安

心して学校に通えるような、そういう学校づく

りを目指した取り組みを進めているところであ

ります。

ただ、全国の調査方法は実は統一ではなくて、

先ほども申し上げましたが、本県独自のアンケ

ートとしてこれは策定をいたしました。したが

いまして、県によっては、これまでの宮崎県と

同じように、年度末に教師が精査をして報告し

ているという県もございます。このような児童

生徒の声をそのままという県も何件かございま

して、先ほど申し上げましたお隣の熊本県あた

りでは、6,000件を超えるような数が上がってい

たりという状況にございます。

以上でございます。

○清山委員 県によってアンケートが違うんで

すね。そういう説明、以前受けたこと思い出し

ました。

隣の消しゴム借りただけでも、感じ方によっ

ては計上されるという話がありましたけれども、

こういう問題数拾い上げるスクリーニングとい

うのは、まず一番最初、網羅的に網大きく広げ

て、感度を非常に大きくして拾い上げて、さら

に精度が高い方法で調べ上げていくという方法

が一般的かなと思いますので、多少擬陽性とい

うような件数が多くなっても、今後もアンケー

ト方法は直接子供たちの声をまずは吸い上げる

というやり方がいいのかなと個人的には考えて
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おります。

これ、件数に関しては、例えば教育委員会単

位とか、教育事務所単位とか、そうしたエリア

ごとにこういう数というのは、例えば発表なり

する考えはないんでしょうか。

○今村学校支援監 調査につきましては、お話

がありましたように、今後、子供たちの声をしっ

かりと捉えるという観点が大事だと思いますの

で、おっしゃったような方法で広く拾い上げる、

そんな取り組みをしていきたいというふうに

思っています。

公表につきましては、今後検討する必要があ

るというふうには思いますが、市町村によりま

しては、学校が小学校１校、中学校１校という

ような学校もありますし、非常に小規模のとこ

ろもあって、状況によっては学校や氏名、個人

が特定されかねない部分もありますので、広範

囲でするかどうかを含めて今後検討させていた

だきたいというふうに思います。

○清山委員 このいじめの件数というのは、こ

のいじめそのものをなくすというところに執着

しても対症療法かなと思って、ある程度それぞ

れの学校の校風なり、雰囲気なりで表現されて

くる指標の一つじゃないかなと思うんですけれ

ども、この基本的な問題の対応についての考え

方というところに、指導の徹底とか、危機意識

を持つ、情報交換を行うというふうに、メンタ

ル面で徹底していくというようなところが多い

ので、情報公開というのは、こうした改善を進

める非常にパワフルなツールでもありますから、

また公開のあり方等も踏まえて今後検討してい

ただきたいなと思いました。

○二見委員 私もこのいじめの件で１つだけ聞

いておきたいのは、このいじめの定義の部分で、

こういうふうに定義されてらっしゃるんですけ

れども、先ほど回答にも出てきたように、消し

ゴム１個とったことに対しても感じたとかいう

のが出てくるというのは、それはいじめの問題

とは違うんじゃないかなと思うんですよね。こ

の中で足りないなと思ったのは、継続性の部分

じゃないかなと思うんですが。

例えば同じような消しゴムを勝手に使われた

とか、とられたとか、１回限りだったのか、そ

れとも今でも継続して定期的にあるのかとか、

全く無意識のうちにやってしまった、たった１

回の一言。私もいろんなことで、ああ、ああい

うこと言わなきゃよかったなとか思ったりする

こともありますけれども、そういうのもいじめ

の精神的な苦痛を感じたということで、１個と

してカウントする必要性というのはどうなのか

なと思うんですよね。

例えば繰り返し繰り返しされてるから、何と

かやめてほしいなとか思うんであれば、こうい

うふうに精神的苦痛だということで出てくるべ

きなのかなと思うんですけれども、いじめの認

識として、申し上げた継続性というものは教育

委員会としてはどのように考えてらっしゃるの

か、まずお伺いしたいんですが。

○今村学校支援監 大変難しい問題だと思いま

すが、この定義に変わりましたのは平成18年か

らでございます。平成17年までの定義はどうなっ

ていたかといいますと、いじめとは、自分より

弱い者に対して一方的にということと、身体的、

心理的な攻撃を継続的に加えということと、相

手が深刻な苦痛を感じているものというふうに

されておりまして、今二見委員のほうからござ

いましたが、その継続的という言葉が加わって

おりました。

ところが、一方的にとか、継続的にとか、深

刻なという基準に当てはまらなくても、子供た
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ちが感じている、１回であってもそういうこと

を感じているということが非常に多くて、そう

いった理由から、いじめの件数に含めなかった

という報告がこれまでもあったと。それではな

くて、子供たちが１度でもそういうことを受け

ていじめだと感じているもの、それをきちんと

認知して報告することが大事だということで、

平成18年からこのような定義に国が変えたとい

うふうに聞いてるところでございます。

○二見委員 ということは、今までカウントさ

れなかった部分、例えば10人の人に１回ずつやっ

た場合は、Ａさんという人がいじめのようなこ

とを10人の人に１回ずつやった場合は、その人

はいじめをしてるというような認識に、そうい

うのが拾われなかったということで、この継続

というのを抜いたということなんですかね。

であれば、そういったところも、もちろん今

まで拾うことができなかった子供たちの意見と

して上げるために継続というのを抜いたんで

しょうけれども、そういうふうに逆にわかるよ

うな内容になってるんですかね。その１つの、

たった１回の、１回とは限らなくても、そうい

う端的なものに関しても今後はそういう意見も

拾い上げて、それをちゃんと精査するというか、

そういう取り組みをされていくということなん

ですかね。

○今村学校支援監 それが大事だというふうに

感じています。子供たちがいじめられたと、そ

れが軽いのか重いのか、そういうことにかかわ

らず、感じているものは、きちんとそれを解消

に向けて手だてを講じていく、対応していくと

いうことが重要という立場に立って、本県では

感じているものを今後そのまま上げるような形

で、できるだけ早く対応していくということに

力を入れたいというふうに考えているところで

ございます。

○井本委員 いじめの問題で私も少し。いじめ

られてるというのは、これ主観的なものですか

らね。だから、これは客観的にこれがいじめで

すよという基準は私はないと思うんですね。い

じめられてる、その子が思ったら、それはもう

人それぞれに違うわけだから。私はこの基準に、

定義によるしかないだろうなという気はするん

ですね。

いじめに関する本を何冊か私も読んでみると、

問題は対処法ですよね。どう対処するか。対処

する方法がここに書いてありますよね。学校の

いじめの問題の対応ということで３ページにで

すね。学校というところは非常に閉鎖社会です

ね、これが。私もちっちゃいころのことを思い

出すと、世界観がまだ小さいものだからね、世

の中を見る世界が。その辺が全てだと思ってし

まってるんですね。だものだから、その苦しみ

を親にも言えない、友達にも言えない、先生に

も言えない。結局いじめられる子からの声が全

部、それを全てだと思ってしまうという世界に

落ち込んでしまうというんですよね。そして、

またそれが、そもそもが学校全体が非常に閉鎖

社会だということから、助けをどこに求めてい

いかわからないということで、滋賀県の大津の

事件があります。

だから、その辺を助ける、どうやって悩みを

引っ張り出すかというかね、どこに助けを求め

たらいいのかという、そこを拾い上げてやると

いうのが大切だなという気がするんですな。だ

から、宮崎がこのくらいの数字だったというこ

と自体が、学校の先生がそもそもいじめという

ものを軽く見過ぎたせいじゃないのかな。

宮崎というところは大体100分の１ですよ、何

でもね。人口も何でも大体100分の１。国がこの
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ぐらいだったら、その100分の１。ちょうど100

分の１ぐらいになっているのですわ。このぐら

いのものじゃないかなと私も思います。だから、

認識が甘かったんじゃないのかなという気がし

ますね。

だから、生徒が本当に悩んでるものを本当に

引き出すと。そして、単に我々が、客観的とい

うものは世の中にはないんだけれど、ともかく

ささいないじめの場合はまだ何とかなるけれど

も、暴力的な、金銭的なものを持ってこいとか、

そういういじめなんかもあるわけですよ。それ

をどのように対処するのかということをはっき

りせないかんと私は思いますよね。

だから、暴力とか、金銭問題が絡んだときは、

私は警察にすぐ行くということぐらいのことは、

すぐやって私はいいと思います。そして、学校

内でそういう問題が起こったときに、外に出さ

ないとか、そういうことじゃなくて、先生たち

も自分の恥とか何とか思うかもしれませんから、

外に出さないで閉鎖的になってるんですよね。

これを出させないといかん。私はそう思います

が、どうですか。

○今村学校支援監 ありがとうございます。本

当にそうだというふうに思います。子供たちが

相談する場所がどこなんだということをしっか

りと理解できるようにするということが大切で

あって、信頼できる仲間がいるとか、親にもす

ぐに言えるとか、先生にも気軽にそういうこと

を言えるという、そういう雰囲気を学校の中に

つくっていきたいというふうに思っておりまし

て、学校もそういうために今一生懸命、これま

でと違う取り組みをしようというふうにしてお

ります。

それから、お話の警察等との連携というのも

本当にそうであって、警察も教育委員会と協定

を結んでおりまして、非常に積極的に取り組み

にかかわってくれております。昨年１年間でも、

学校と警察のやりとりというのが行われたもの

も900件を超える数が上がっておりまして、これ

まで以上に取り組みというか、連携が深くなっ

てきているというふうに思っております。

この定義の中に攻撃というのがありますが、

物理的な攻撃というと、金品をたかったりとか、

隠されたりとか、さらに暴力とか、そういった

ことになりますと、学校ではなかなか解決もし

づらいので、そういう関係機関との連携も積極

的に図りたいというふうに思っております。

以上でございます。

○井本委員 それは大切だと思いますね。それ

で、この前、延岡の西中、西小かな、恒中だっ

たかな。何十周年記念というのがあって、それ

で藤原さんが来たんですよ。民間校長をやって

た、あの人が来て、それで話も私も、ああと思っ

て聞いたんだけれども。

彼が、ともかく世の中に開いた学校を目指し

ていて、地域本部だったかな、地域の住民の人

たちが学校に来てくれて、そして学校が地域と

密着してというような、そういうののモデル校

を今つくっているんでしょう、日本全体でね。

それを進めることによって、閉鎖的な学校が世

の中に開けていくんじゃないかなと私も期待し

とるんだけれど。その辺の取り組みはうまくいっ

とるんでしょうかね。

○今村学校支援監 お話にあった藤原さんの和

田中学校も、本当に積極的に地域とかかわりな

がら取り組みを進めた学校だというふうに私た

ちも認識をしております。

宮崎県も、全国での流れでありますが、その

学校支援地域本部事業というのがあって、それ

を核にしながら取り組みを進めております。私
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たちもできるだけ地域の方々と積極的な交わり

を行ったり、地域の力を学校の中に入れると、

違う風を入れると。子供たちを学校だけでなく

て、地域でみんなで育てるという、そういった

機運をもっともっと高めていきたいというふう

に思っているところでございます。

○押川委員 相当出ておりますけれども、２点

ぐらいお聞きしたいと思いますけれども、この

いじめに関する中で、本県の中で1,477のうちの

統計が出てると思うんですけれども、例えば大

規模校、小規模校の割合、そこらあたりの調査

というのはどのように数字としては出てる傾向

でしょうか。

○今村学校支援監 学校規模別には集計をして

おりません。申しわけございません。

○押川委員 大事なことは、アンケートをとら

れて、先生方はプロですよね。子供たちの目を

見る、あるいは行動を見ておれば、ある程度こ

の子供たちがどういう状況かというのは、私は

わかるんじゃないかと思うんですよ。恐らく少

ないところもあると思うんですよね。そういう

ところは、先生方がしっかり私は子供を見てる

と思うんですよ。そういうことをアンケートの

中でしっかり精査をしていくということにして

つなげていかないと、年に何回かやられても、

ただ数字というものは恐らくどんどんふえてく

るという傾向になると思うんですよ。これは家

庭においてもそうでしょうから、そういったこ

との啓発よりは、むしろそういうことの分析の

中によって、プロである先生方が学校で日々、

これはしっかりそういうものをしていくという

ことが私は大事じゃないかと思いますので、ぜ

ひそれは校長会、あるいは事務所管内の中で、

そういったことをもう一回しっかりやってほし

い。

そして、ＰＴＡをいかに連携の中で活動を多

くするかということが私は大事だと思うんです

よ。こんなにたくさんの行事を持っても、なか

なかそれが結果としては見えてこないと思いま

すから、その結果が出るような形の中での絞り

込みというものに今回特化してほしいなという

ふうに私は思います。もう具体的に言いません

けれども、できればそういう方向でできないも

のでしょうかね。私は、先生方はプロだという

自信を持ってやってほしいと思いますけれども、

いかがでしょうか。

○今村学校支援監 お話のことは、もうそのと

おりだというふうに思いますので、いろんな角

度から分析できるように、また調査の方法も少

し検討を加えたいというふうに思います。あり

がとうございます。

○押川委員 福祉保健課にお尋ねいたしますけ

ども、本県の子供を取り巻く状況というのは、

先ほど説明があったとおりだろうというふうに

私たちも認識をしております。そういう中で、

結婚ができない、結婚しないというところをど

うするかということが大事だろうと思うんです

よ。対策はわかるんですけれども、施策を見て

も、触れ合いとか、そういう男女の交流をする

とか、出会いをするというのがどうも見えてこ

ない。そこらあたりがまず大事であって、その

後のことはいろいろありますけども、出会いの

機会をどう多くしてあげるかというようなもの

も計画の中に私は入れていくべきだろうと思い

ます。

そして、177事業の359億円ですか。ばらまい

て成果をとるよりは、何かそういうことでもう

少し本当の現場というものを、子供たちがどう

いう、適齢期の人たちがどういうものなのかと

いうことをしっかりピックアップしていって、
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仕事がないとか、給与が少ないとか、いろんな

問題が出てきてるんですよ。そういう中での事

業というものを起こしていかないと、ただ単に

やればいいということではどうかなという気が

しますから、できればそういう方向で、若い男

女が出会える、そしてそういう人たちを応援し

ながら結婚に結びつけていって、子供が生まれ

る社会づくりにしていかないと、どうもいけな

いんじゃないかなという気がするんですが、部

長どうですか。課長でもいいですけれど。

○佐藤福祉保健部長 出会い事業というのは、

もう数年前からやったりしてるんですよ。ＮＰ

Ｏに委託したりとか、いろいろな形で。あるい

は青年団協議会の方々も自主的にされたりとか、

いろいろされてます。あるいは民間でもいろん

な事業されてます。今年度も事業として、資料

には上げておりませんが、今年度も事業をやろ

うと思ってます。

なかなかその効果というのが出づらいんです

けれど、これは継続的に、出会う機会が少ない、

皆さん職場と家庭の行き来で忙しくて、なかな

か異性と出会う機会が少ないとか、そういう話

も聞きますので、いろんな出会う機会をあえて

つくるというのは大事かなと思ってますので、

継続的にそういう取り組みはしていきたいし、

また、市町村とか、いろんな団体の青年部の皆

さんとかにも働きかけながら、いろんな主体が

そういった取り組みをしていただくことによっ

て、結果、効果が少しでも出てくるのかなとい

うように思っております。

○押川委員 ありがとうございます。そういう

事業を期待をしたいと思います。

そういう中で、例えば県庁の中で、県庁内で

も独身の方が相当いらっしゃるというふうに認

識をしておりますが、県庁内でもそういったも

のを事業をしてみると、あるいは市町村、今言

われたとおりＮＰＯも大事ですけども、市町村、

あるいはそういう団体、組織、こういうところ

にあげていったほうが、私はＮＰＯだけがそう

いう仕事をするということじゃないというふう

に思いますから、むしろそういう職場間なり、

地域間なり、あるいはそういう組織、団体なり、

そういったところに投げかけるような仕掛けと

いうのはどうなのかなという気がしますけど、

課長どうですか。

○長友こども政策課長 結婚を支援する事業に

つきましては、先ほど部長が申しましたように、

平成20年度からスタートしておりまして、今年

度も改善事業といたしまして、みやざき「恋物

語」プロジェクト事業というような形で展開し

たいと考えているところでございますが、まず、

行政が直接どうこうできるという部分が少のう

ございますので、この活動につきましては、縁

結び応援団という民間の青年団とか、あるいは

企業の方のお集まりとか、ＮＰＯ法人もござい

ます、ボランティア集団もございます、そういっ

た応援団の方をまずつくっていただきまして、

そこで意見交換会とか、あるいはネットワーク

をつくってもらったり、あるいはそこで補助金

を出して、そこで活動をしてもらうとか、そう

いった活動をしてもらっております。

それと、その団体の中の意見交換会の中で、

結構独身の方が皆さんなれてこられて、流しぎ

みになってるというようなこともございまして、

独身者のグループをつくっていただきまして、

今度は自分たちでどうやったらいいかというの

を考えるということで、「縁むす」というグルー

プをつくってもらって、今そのグループにも活

動をやっていただくというような形で婚活の支

援についての展開をしているところでございま
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す。そういった形で事業展開をしたいと考えて

おります。

○押川委員 20年度からそういった事業を取り

組まれたということでありますが、すぐ出ない

かもしれませんけれども、事業、今までの総額、

それから実績あたりがあれば、そこらあたりま

で、また次回でもいいですから出していただき

たいと思います。

なぜなら、今言われたとおり行政が余りタッ

チしてないということで、予算は持ってるけど

も投げかけばっかりじゃないかという気がしま

すから、そこらあたりのチェックあたりもしっ

かりやりながら、事業というのは今言われるよ

うにただ垂れ流しじゃ困るわけですよ。だから、

効果ある方向の中でのいろんな事業なり、また

実績あたりを検証していかないといけないじゃ

ないかなという気がしますので、ぜひそういう

方向でお願いをいたします。

○長友こども政策課長 これまでの事業概要に

つきまして整理をいたしまして、次回報告をさ

せていただきたいと存じます。

○押川委員 よろしくお願いいたします。

○河野委員 今回の特別委員会、今後調査とい

うことで、確認だけさせていただきますが、ま

ず、福祉保健部のほうの４ページ、次世代育成

支援宮崎県行動計画の概要の１、趣旨の２つ目

の丸、子供から青少年に至るまでのライフステ

ージに沿って、切れ目ない支援を行うため、青

少年の健全育成関連施策についても一体的に盛

り込むとありますが、この行動計画の中に、子

供のライフステージに沿って施策が目に見える

ような、そういう計画表みたいなのは提示され

てるんでしょうか、まず伺いたい。

○長友こども政策課長 計画の中に、そのライ

フステージ、妊娠期から乳幼児期、幼児期、学

童期、青年期というようなステージごとに、ど

ういった施策を追っていくというような表は準

備しているところでございます。

○河野委員 準備してるというのは、この計画

の中には見えてないんですか。

○長友こども政策課長 計画の中に示しており

ます。

○河野委員 ２点目ですが、計画の内容の基本

理念の「子どもと子育てをみんなで支え、安心

と喜びが広がるみやざきづくり」という理念が

あるんですが、この「安心」というところと「喜

び」の主語は誰なんですか。誰が安心し、誰が

喜ぶ。

○長友こども政策課長 主語につきましては、

子供と子育て家庭というような形で整理してお

ります。

○河野委員 ありがとうございます。その概念

大切かなと。どちらかというと子育てのほうに

ウエートが置かれてる。次世代育成支援対策推

進法というのが、中身を読むと、どちらかとい

うと子育てのほうにウエートが置いて、子供自

体に、宮崎は基本目標の３に子供の人権云々と

いう部分がありますので、そこの確認をさせて

いただきました。

５ページの「子どもと家庭の福祉の推進」の

中の「ひとり親家庭の自立支援の推進」とござ

いますが、今宮崎県の状況で、ひとり親、父子

家庭及び母子家庭、この状況、推移というんで

しょうか、ふえる傾向なんでしょうか。そこを

確認したいんですけれど。

○村上こども家庭課長 ５年ごとに、ひとり親

家庭の調査をやっておりますが、昨年度調査し

たばかりの数字はまだ正式に公表はできていな

いんですけれども、母子家庭はふえる傾向にご

ざいまして、父子家庭は、全国も一緒なんです
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けれども、若干減る傾向にあります。

○井本委員 １つだけ、ここに生きる力という

のが何度も出てきます。これはどのように捉え

ているわけですか。具体的には。

○西村委員長 井本委員、どこの。

○井本委員 基本目標３番目の「子どもの生き

る力」。この生きる力ってどういう概念なのかを

具体的に、どういうふうに捉えてるのかをお聞

かせください。

○西村委員長 基本目標の目標３番目の「子ど

もの生きる力」の生きる力の意味を。

○今村学校支援監 学校教育の中では、生きる

力というのは、子供たちが将来にわたって心豊

かで、たくましく、しっかりと社会を生き抜く

力と、抽象的でありますが、そういうふうに捉

えております。

○井本委員 もうちょっと具体的に言わないと

いけないな。じゃないとこれが目標にならない

じゃないか、そんな気がしますがね。もうちょっ

と何とかならないですか。今のは言い直しただ

けのことというような気がするけどね。

○今村学校支援監 心豊かでというのは、子供

たちがみんな仲よく楽しく、道徳性をしっかり

と持ってという、そういうものでありますし、

学力というものもしっかりと身につけなければ

いけないし、体も鍛え、体力もしっかりとつけ

るという、総合的に子供たちがしっかりと社会

の中で対応していく、みずから考えて社会の中

を切り抜いていく、そういった力を身につけた

いというふうに思っております。

○井本委員 大体出てきました。これは、前の

ゆとり教育のときに、かなり自分で生き抜くた

くましい力、そういうのが随分出てきたんだけ

どね。あのときに、結局今言われるように、自

分で考えて、自分で切り開いていく、そういう

力じゃないのかなという気がするんですよね。

その辺を照準をぴしっと合わせてやっていかな

いといけないんじゃないかなという気がします。

藤原さんの本の中にも、ある外国の目標には、

「自立と貢献」ということだけをともかく教育

の目標にしてるところがあるそうですね。藤原

さんも教育の目標はこれに尽きるんじゃないか

ということを言ってましたけれど、私もその辺

じゃないのかなという気がするんですけれどね。

今のところでいいんじゃないでしょうか。

○太田委員 生涯学習課のみやざき「親学び」

プログラム事業ですね。無責任な親とか、いろ

いろ家庭の問題があったりしますが、この事業

の内容で、「親学び」のプログラムの開発をしま

すというふうにあります。いろんな親学といい

ますか、子育てのいろんな書籍などもあって、

いっぱいあるんで、どうなるのかなと思うんで

すが、今からつくるプログラムの中に流れるバッ

クボーンといいますか、こういう基本の構え持っ

た親学なんですよというような例えば問われ方

をした場合、どの辺に、どんなバックボーンを

持って教えるのか。いろんな支柱があるから大

変だと思うんですけど、その辺お聞きしたいと

思います。

○村上生涯学習課長 これまでも家庭教育支援

の基本というのは、親の学びとか、親の育ちを

支援するというような形で、教育委員会として

もさまざまな事業に取り組んでおりますし、福

祉サイドでも市町村で取り組まれておると。

これまで、そういった座学であるとか、講師

の派遣とか、ボランティア、リーダーを育てる

とか、そのようなことをやってきておりました

が、本当にこういった親の学びを必要としてい

る人がなかなかそういった現場に出てくるとい

うことが、来てほしい人が来ないということが
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ございますので、そういった方が必ず来るよう

な場というのがあるわけですね。福祉サイドが

やってるところの例えば保健所であるとか、保

健センターであるとか、学校でいけば学校の授

業は子供が必ずおりますし、そういったところ

で気軽に、手軽に、講師がマニュアルさえあれ

ば、ある程度の成果が上げられるような、非常

に手近なテーマを扱った、それを皆で話し合い

ながら、それを、これトレーナーと言っており

ますけど、研修リーダー、それがマニュアルに

従って進めて、そしてまとめをして終わると。

今委員からお話のありました、どこにという

ことになりますと、結局子育てに不安を持って

いる親世代が非常に多いということでございま

すが、子育ての不安というのは、発達の段階に

それぞれ応じていろんな不安がございます。幼

児期の、乳幼児期の不安から、それから小学校

に入る前とか、小学校低学年、それから高学年、

思春期になっていくというようなことですね。

そういった、それぞれごとにテーマが異なっ

てきますので、いろんな例えば子供の褒め方と

か、叱り方とか、それから子供とどういう言葉

で対応していけばいいのかとか、コミュニケー

ションをとるにはどうしたらいいのかとか、そ

ういった非常に手近にある、ふだん皆さんが悩

んでるようなテーマで、参加者がそれぞれで話

し合って、主体的に参加して、自分の意見を言っ

て、それをまとめていくというようなことでご

ざいまして、ここに力点を置くというような研

修のイメージではございません。

○太田委員 なかなか難しいことだと思うんで

すよね。これで進めていくぞというのはなかな

か決められないようなところがあって、私も高

校時代になって、論語の中に「なんじの欲せざ

るところ、人に施すことなかれ」というのを聞

いて、これじゃないかなと私自身は思ったとこ

ろがあるんですが、自分が嫌がることを人にし

たらいかんわというのがね。

だから、いじめの問題とも関連が出てくると

思うんですが、親学の中でそのようなことを精

神的な支柱にしなさいという意味じゃないんで

すけど、思いやりというか、そんな何かがある

中での先ほど言った技術的なこと、叱り方につ

いてもどうあるんだというのが出るんでしょう

ね。一応参考に聞かせていただきました。

○村上生涯学習課長 家庭教育支援ということ

の中の一こまと見ていただければよろしいんで

すが、先ほど来、今委員が言われたように、い

じめの問題とか、いろいろかかわってきますけ

れども、家庭教育のその支援、親の背中を見て

子供は育つということでございますから、親の

教育というものは、親に育ってもらわなきゃま

ずはいけないというようなこと。

それと、先ほど来出ております、学校支援本

部事業というようなことがございますけども、

学校の先生たちが子供たちと向き合う、先ほど

目を見てという話が押川委員からありました。

そういった時間がなかなか、学校に対する要求

度が高まってきてまして、とれないということ

がございますので、学校支援本部というのは、

学校を支援してくれるような、積極的にやって

くれるようなボランティアをつくりまして、学

校の要請に従って子供たちに、学校が終わった

後の放課後とか、土曜日曜とか、学校の子供教

室とかいろいろやっておりますけれども、その

ような中で、学校ができないような体験プログ

ラムを準備してやらせたりというようなことを、

一方では学校支援ということで地元では盛んに

取り組んでいただきまして、今5,000人ぐらいの

ボランティア、登録してるだけですね。ですか
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ら、全体を入れれば相当数の学校教育を支援し

てあげようという動きが出てきておりまして、

地域と学校と、地域社会全体で連携してやって

いこうと。家庭とですね。という中の今私ども

が出してる親学びというのは、その中の今度は

家庭支援の部分をまた見ていこうというような

ことでございます。

ですから、それぞれが、先ほど来ずっと出て

る問題は全部関連はしておるというふうに、生

涯学習課の社会教育の視点ではそのように見て

おりまして、いろんな角度から学校の先生の応

援も地域でやると。家庭の悩んでいる親世代へ

の支援については、家庭支援ということで、こ

ういった非常に取り組みやすいものを準備して、

いろんな場面で活用していただくというような

ものを今回準備しようというようなことでござ

います。

○太田委員 いじめの件については十分議論さ

れたと思うんですが、実は井本委員が言われた

中に、１つ私も同じ意見があったものですから、

もう一回確認させてほしいんですが、学校経営、

クラスの経営の中で、いじめが発生をして、国

の調査等でも認知件数がふえたということは、

それはふえたということで、結局早く解消して

あげる。子供の立場に立って問題解決してあげ

るという意味では、数がふえたかどうかという

のは問題ではないと思うんですよね。

となると、学校の先生方が認知件数といいま

すか、そういう事例を恥とは思わないというこ

と、むしろ早く発見をして助けてあげるという

ようなことが私は大事だと思うんで。言いたい

のは、先生方が、うちのクラスは妙にいじめが

多いのが恥ずかしいなとかいうような気分に

なってはいけないような気がして、堂々とそう

いう問題があれば出して、みんなと、先生方と

校長先生も含めて協議していくというような体

制が必要ではないかなという気がして、井本委

員が言われた、クラスでそういうのが発生する

と恥であるとか、そのようなことは余計なこと

ではないかなと思って。

そういう雰囲気がもし今までの学校現場にあ

るとするならば、先生方にほっとさせるような、

あったらあったでどんどん報告して対応してい

きましょうという、何かそんな雰囲気も必要で

はないかなと思いまして。老婆心ながら、そう

いうのはないかもしれませんが、先生方にそう

いう、みんなで対応していきましょう、いいん

ですよ、早くやりましょうということでのそう

いうほっとするような対応を、認知件数がふえ

ても恥ではないと思うような気持ちにさせてい

ただきたいかなと思いまして、再度言わせても

らいました。

○今村学校支援監 本当におっしゃるとおりだ

というふうに思っています。これまでは、もし

かしたらそういう雰囲気があったのかもしれま

せん。したがいまして、こういうふうに感じて

いる子供もとにかく見つけて拾い上げて、早く

対応しましょうという雰囲気をしっかりと学校

にも根差すように努力していくことが大事だと

思いますし、むしろそういう子供たちをたくさ

ん見つけられる、拾い上げられる学校を評価し

ていくという、そういった取り組みを進めてい

きたいというふうに思っています。

○渡辺委員 どうしても１点ひっかかるので、

教育委員会のほうの資料の４ページ、学校政策

課なんですが、２月議会で予算やってるときに

言えばいいという話なのかもしれませんが、ど

うしても「いじめ・不登校」のない夢・心を育

む学校づくり推進事業の名前がひっかかるんで

す。一見わかるような気はするんですけれど、



-23-

いじめと不登校というのは、本当に一くくりに

簡単にくくって対処する問題なのかということ

で、どっちも少ないこと、できるだけない状態

に近いことが望ましいということは事実だと思

います。対応する学校と教育関係の立場で、ど

ちらも対応しなきゃいけない重要な問題だとい

う感覚はよくわかるんです。

ただ、いじめはなくなるべきだと思います。

ゼロになるべきだと思うんですよ。ところが、

不登校というのは、本当にそうなのかというの

は微妙な議論があると思うんです。できるだけ

多くのお子さんたちがいろんなストレスなく、

楽しく学校に通える社会をつくるべきだという

のは事実です。

がしかし、一定数のお子さんたちが学校に通っ

ていて、いじめられたからとか、何かがあった

からではなくても、例えば集団で過ごすことで

あったりとか、いろんな事象に、学校に通えな

いという体の反応を示すお子さんたちがいるの

も事実なわけで、いじめはゼロになるべきもの

だけれども、不登校は必ずしもゼロになること

が社会の健全性として正しいのかどうかという

のはひっかかりがあって、限りなくゼロに近い

状態であるべきものではそうですけれども、特

に年齢期が一定に上がっていって、中学生とか、

高校生になってくれば、生き方としての不登校

という選択もあったりしてもおかしくはないと

私は個人的に思うんですけれども、そのときに

こういう形で一緒にくくると、かえって不登校

であることは悪いことであり、ひいては不登校

が出ている学校は悪い学校でありということに

もつながりかねない。

いじめと不登校に対する対処というのは、表

題でくくるときの気分としてはわかるんですけ

れども、果たしてそうなのかなというのが、ど

うしても今ひっかかったので、本来、２月議会

で言うべき話かもしれませんけれども、その辺

が。私も某宮崎市内の学校に通う保護者の方か

ら聞いたことがありますが、入学前の学校説明

会で、我が小学校は不登校はゼロ件ですという

ふうに、入学前のお子さんたちの保護者を集め

たところで学校の説明をされたと。それを聞い

て、それはいい学校だと思う面もあるんでしょ

うし、反面、不登校にもし自分の子供がなった

ら、それはこの学校では、何というのかな、存

在を認められないというか、必要がない生徒だ

というふうに、児童だというふうにとられるよ

うに感じたという話も聞いたことがあって、い

じめと不登校というの安直な整理の仕方で表題

がついてないかなという気がしたもんですから。

答弁なくても結構ですが、もしお考えがあれば

伺いたいと思います。

○今村学校支援監 ありがとうございます。い

ろんな考え方があるんだろうというふうに思い

ます。私ども事業の内容として、スクールソー

シャルワーカーですとか、スーパーバイザー、

スクールアシスタント等の配置ということを中

心にした事業にしているのでありますけれども、

宮崎県内にも小・中・高等学校合わせて不登校

が毎年度1,200名を超えるぐらいおります。不登

校の子供たちが卒業していったにもかかわらず、

また新たな不登校が生まれています。その不登

校をどう考えるかというのがいろいろあって、

公教育ですから、学校に行かなくてもいいよと

捉えるのか、私どもの立場としては、中学校ま

ではしっかりと学校に来て、集団の中で学んで

ほしいという思いもあります。状況は個々によっ

ていろいろ違うと思います。いじめから不登校

に発展するというケースも決してレアではなく

て、それは非常に多くあるわけですね。
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ですから、いじめをなくすということ、そし

て、もしそういう状況になっても、不登校にな

らずに、もう一回みんなに集団の中に支えられ

て、学校の中に戻ろうよという、そういった取

り組みを支えるために、スクールソーシャルワ

ーカーですとか、アシスタントの方ですとか、

ほかにもカウンセラーの方もおられますが、そ

ういった方々、地域の方々、いろんな方の力を

かりて、いじめや不登校のない楽しい学校、夢

や心を育む、そんな学校づくりができればとい

う思いで、こういったタイトルとさせていただ

いたところであります。

以上でございます。

○前屋敷委員 子供たちをどう心身ともに健全

に、健やかに育てていくことができるかという

のが大きな課題で、この特別委員会のテーマで

もあるというふうに思います。そして、きょう、

資料もたくさん出していただいておりますが、

知事が「日本一の子育て・子育ち立県」を目指

すということで、非常にここは私としては期待

をしているところなんです。それなりにかなり

の中身についてもウエートを置いて取り組んで

いく施策だろうというふうに思っているところ

なんです。

子供たちはどういう境遇に生まれ育っても、

同じように健全に育てていくというのが私たち

の責任であるわけですよね。ところが、今こう

いう社会情勢の中で、非常に子供の貧困という

ことも問題になってるわけです。ですから、家

庭での教育の問題であるとか、学校での学びの

問題であるとか、地域社会の友達の関係である

とか、子供はさまざまな環境の中、いろんなこ

とが総合的に組み合わさりながら、そこで１人

の人格を形成していくということで、部長も言

われましたけれど、子供は本当に社会の宝だと

いうことを、その認識のもとに施策も遂行して

いくだろうし、大きく言えば日本の政治の中で

もそうだというふうに思うところで。

私自身としても子供を産み育ててきた母親の

立場からも、さまざまないろんな御相談も受け

たりしてきているわけですけれども、子供たち

が経済的な問題も含めて、さまざまな形で子育

てのお父さんやお母さん方も安心して子供たち

を産み、育てられるという施策も取り上げられ

ておりますけれども、そういったものがしっか

り成果を上げていくということはどうするのか

というのが私たちは検証したり、それを見直し

ていったり、取り組みを改めて計画をし直して

いったりということだろうというふうに思うん

ですね。それはこれからの課題になってくるわ

けですけれども。

それで、質問というのではないんですが、今

こういう社会状況の中で、経済的にも大変な御

家庭がたくさんあるという中で、これは一つで

すが、今県内で就学援助を受けられている方の

数は県全体としてつかんでおられるんですかね。

もし数がわかれば教えていただきたいと思いま

すが。わからなければまた後でも構いませんけ

れど。

今、生活保護の見直しとかがなされる中で、

そういった部分もかなり影響が出てくるという

ことも言われているので、それが子供たちにど

う影響するかというところも非常に関心のある

ところなんですよね。子供たちがそういったも

のに不安のない、親も含めてですけれど、育ち

が保障されないといけないなというふうにも

思ってますので、それは資料が後でわかったら

また教えていただきたいと思いますけれども。

どう健全な子供たちを私たちが育てられるよ

うな状況、環境をどうするかということに習熟
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していくことだなというふうに思ってますので、

またこの１年間、県の施策もあわせて、より充

実できるものにしていく、その方向で委員会で

も働いていきたいと思ってますのでお願いいた

します。

○西村委員長 資料要求でよろしいんでしょう

か。今担当官がいなければ、資料要求というこ

とでお願いをいたします。

ほかにございませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 では、ないようですので、これ

で終わりたいと思いますが、執行部の皆さんは

退室いただいて結構です。お疲れさまでした。

午前11時40分休憩

午前11時42分再開

○西村委員長 それでは、委員会を再開をいた

します。

先日開催されました委員長会議の結果につき

ましては、先日の常任委員会で資料の配付があ

りましたので省略をさせていただきます。

協議事項に入りたいと思いますが、協議事項

（１）の委員会の調査事項等についてでありま

す。お手元配付の「資料１」の２をごらんくだ

さい。

調査事項のこの資料に記載されている３つの

項目は、特別委員会を設置する際に、各会派か

ら提案がなされていた項目をまとめたものであ

りますが、本日の初委員会で正式に決定してい

ただくこととなっておりますので、御協議をい

ただきたいと思います。御意見をお願いいたし

ます。

○井本委員 ライフステージとは。

○西村委員長 そのライフステージについては、

子供が成人になるまでの幼少期とか、中学生時

代とか、また職業選択をする時期でありますと

か、そういう時期を一つ一つのステージとして

考えて、その人生を決定していく段階で、例え

ば中高生になってきたら職業教育とか、キャリ

ア教育なんかも踏まえてはどうかとか、そういっ

た実際導入されてますけど、もしくは小学生よ

り下になってきますと保育と幼保についての対

策をやっていたりと。その人生のその時々に合っ

たというイメージだと考えています。

○井本委員 ２番目とどう違うと。

○西村委員長 施策ですね。簡単に申し上げて、

一番上が環境でありますから、今の現状を調査

するということですね、１番目が。２番目は、

県がさまざまな施策を打っておりますけども、

その施策を検証、また検討していくということ

で。３番目が今の、２番目と、施策と非常に近

いかと思いますけども。

○二見委員 施策の検証というのは、大まかな、

きょう説明してもらったようなことで、所見

が177項目あるとか、ああいったものを全部して

いくようなのか。それとはまた違いますよね。

○太田委員 確かに２番と３番は似てるかなと

思ったんだけど、そのライフステージという言

葉を使おうとするならば、宮崎の子供をライフ

ステージに応じた何かとかというような意味か

なと思って。それぞれ年齢に応じていろんな施

策が違ってくるとかなとか、そういうきめ細か

いことをするイメージがあるのかなと思って。

ただ、それは２と関連するものだから、ライフ

ステージを使おうとするなら、ライフステージ

に応じた何かとかと思ったりしましたけどね。

○西村委員長 政策になりますと、今回は福祉

保健部と教育委員会ですけれど、それ以外にも

いろんな分野、総務の分野でありますとか、地

域の分野でありますとか、いろんな分野もかか
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わってくることも考えられます。ライフステー

ジというと、施策は施策なんですけれど、より

深く考えなければいけない分野もありますが。

○二見委員 この課題があっての調査目的とい

うか。

○押川委員 この次世代育成支援宮崎県行動計

画の概要の中に、今言う３番が出てくる。この

中での安心して子供を産み、育てる社会とかの

概念。その中にあるんだけれど、子供だけをす

るのか、説明があったように、未婚対策とか、

晩婚化あたりのそこもするのか、そこあたりの

整理をしておかないと、どうなるかなという気

がするんですよね。

○西村委員長 調査事項である中で何を対象に

していくかという部分で、一つは、きょうあっ

たようないじめの問題。きょうは出てきません

でしたけどれも、虐待の問題とかいう問題とい

うのが、私としては一点あると思います。

もう一つは、子育て支援の問題。先ほど前屋

敷委員からもあったような、お金がある世帯、

ない世帯でそれぞれ問題も違うし、また地域性

によっても子育て支援の実態は変わってくるか

もしれませんので、そういう意味では、一つは

子育て支援について。

最後に、先ほどライフステージでありました

けれども、キャリア教育ですか。本県は特に中

学生から高校の進学率の中でも職業系に行かれ

る方が非常に割合が多いということで、そうい

う意味では、しっかりと早いうちから職業選択

をしているのか。ただ、惰性で行ってるのかと

いうこともあるかもしれませんが、そのあたり

も調査検討してはどうかと。私のいろいろ読み

解いた感じなんですけれども。

○押川委員 だから、この概念でいくと、安心

して子供を産み、育てる社会というような、一

番頭に来てるけれども、これはなしにして、も

う子供を中心にということでいいですね。了解。

○西村委員長 できれば子供中心というのはい

いと思います。

○押川委員 そこをしっかり委員長が決めてい

ただければ、そういう方向でのまた調整になっ

てくると思います。

○二見委員 調査項目の標記についてではない

んですけれども、ここ近年、数年前、少子化対

策特別委員会が宮崎県議会に設置されたという

ことですが、あくまでも少子化対策という限定

的なところだったと思うんです。その上で、小

泉政権のときの児童手当の拡大とか、保育所施

策の大きな転換とか、民主党政権の中でのチル

ドレンファーストという全体的な施策展開、そ

してまた今度も、今の政権下でも例えば幼稚園

の幼児教育の問題とかもいろいろ出てますので、

ある種、データと、いろんなものをきちんとこ

の特別委員会の機会に、もちろん個々がそれぞ

れ調べることもできるわけですが、当局からき

ちんと現状と、その推移がわかるようなデータ

を委員に提出をいただきながら、調査で当事者

の方々にもお話を聞きながら、宮崎の状況を、

子供をめぐる状況をきちっと整理ができるよう

な委員会活動が行われていければというふうに

思いますので、希望として。

○西村委員長 ほかにはないでしょうか。これ

は一任をいただいていいんですかね。よろしい

ですか。

○後藤副委員長 この特別委員会の設置経緯が

ありましたよね。そこに会派から出たときに特

化したのが、政策でもう一つあったのが生涯教

育、キャリア教育。子供たちの就学前にもう既

にそういった生涯教育、キャリア教育をどうか

というのも大きな柱にあったと思うんですが、
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そこ辺をうまく取り入れて。

○西村委員長 それがライフステージなのかな

と思ったんですけれど。

さまざまな意見をいただきまして、先ほど私

の意見も述べたところであったんですけども、

正副委員長に一任をいただいてよろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、そのように決定をし

たいと思います。

次に、協議事項（２）の委員会の活動方針・

計画についてでありますが、「資料１」の３のと

おりとなっております。

活動計画につきましては、「資料２」をごらん

ください。１年間のスケジュールが書いてある

件です。この中で、議会日程や委員長会議の結

果を考慮して作成をしておりますが、その中で

８月の28、29にかけて計画しておりました県南

調査について、先日、執行部より、知事をトッ

プとする香港への訪問団による県の香港事務所

の開所式、また物産・観光のＰＲレセプション

が実施されるとの報告を受けまして、ちょうど

日程が重なっております。今のところ県議会が

どなたが行くということはまだ確定ではない。

議長が行くということで。

○山口書記 説明を申し上げます。

正式なオファーと申しますか、執行部からは

議長と商工の常任委員長、正副委員長のほうに

も案内が行っているということは聞いておりま

す。各議員につきましては今後、何らかの形で

案内が行くということを伺っているところです。

参加については、都合がつく方についてはぜひ

参加してくださいというスタンスであるようで

す。

○西村委員長 以上ですが、それにつきまして、

一部この日程をずらしてはどうかという話です

が、この日程変更をおいておきまして、まず、

調査活動の実施２はこれでよろしいでしょうか。

○押川委員 ７月の特別委員会なんですけれど

も、調査を中心にということで決めてありま

す。11、12ということで。選挙があるというこ

とで、常任委員会はこの１、２、３にしたんで

すよね。それぞれ告示等があるということで。

私も、もう既に８、９、10、11と別の予定を入

れているものですから、できれば反対していた

だきたいというか、御検討していただきたいと

思うんですよね。これでやれるといえば仕方あ

りませんけれど。

○西村委員長 今のところは11、12の予定になっ

ておりますが、これについて皆さん御意見はい

かがでしょうか。

○押川委員 １日だけ日を延期して、12、13と

でよければ、そういうことで、私は委員長に。

これで皆さんがいいというのであれば、私は。

○前屋敷委員 できれば外してほしいなと思い

ますけれど。

○西村委員長 これは皆さん方の都合を。

○前屋敷委員 日程がちゃんと折り合いがつく

かということがありますけれどね。

○西村委員長 それでは、この日程はおいとき

まして、まず活動計画についてはこれでよろし

いでしょうか。年間の。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 そのようにいたします。

それでは次に、今の日程変更を含めました、

県内調査についてでありますが、今の「資料２」

にありますとおり、７月11、12、そして８月28、29

の日程がございます。そして、先ほど書記が配

りました、25年度年間行事予定表をごらんいた

だきますと、選挙の期間をもし外すということ
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になりましたら、今のところ日程が入ってない

のを確認しているのが、７月の29から８月の９

日に関しては今のところほかの行事とのかぶり

がないようですが。

○山口書記 補足ですが、けさ、資料をいただ

いたのですが、８月９日に北九州市小倉のほう

で東九州自動車道建設促進地方大会が開催され

ることとなっております。議長のほうに出席の

案内が来ておりますが、後ほど議員の皆様にも

案内状が送付されるということですので、御検

討よろしくお願いいたします。

○西村委員長 皆さん、今の７月の29から８月

の８日にかけましての日程で、特別これはだめ

だという日があれば言っていただきたいんです

けれど。こちらのほうに、それでは県南調査及

び県北調査両方ともこの日程にずらすというこ

とでよろしいでしょうか。いいですか。

それでは、早急に日程案のほうをつくりまし

て提示をさせていただきたいと思いますが、御

一任いただいてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

そして、先ほど協議していただきました調査

事項を踏まえまして、次回の委員会の執行部の

説明資料要求について、何か御意見や御要望は

ございませんでしょうか。こういうことを用意

していただきたいとか、説明していただきたい

ということがあれば。

○渡辺委員 さっき申しましたように、例えば

保育園と幼稚園と所管、監督が違うわけですけ

れども、例えば幼児期の宮崎県の。

○西村委員長 幼保一体とか、幼保の現状等、

はい、わかりました。ほかにないでしょうか。

ただいまの意見を踏まえながら、次回の委員会

の説明資料等を要求したいと思っております。

最後になりますが、その他で何かございませ

んか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 ないようですので、次回の委員

会は、６月定例会中の６月21日午前10時からを

予定しておりますので、よろしくお願いいたし

ます。

それでは、以上で本日の委員会を閉会いたし

ます。お疲れさまでした。

午前11時59分閉会


